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【国際】最終処分国際ラウンドテーブルの報告書が公開 

 

OECD/NEA（経済協力開発機構/原子力機関）から、最終処分国際ラウンドテーブル（以下、ラウンドテーブル）

の報告書 “International Roundtable on the Final Disposal of High-Level Radioactive Waste and 

Spent Fuel” が 8 月 4 日に公開された。本ラウンドテーブルは、2019 年 6 月に行われた G20 エネルギー環境大

臣会合において、我が国の経済産業大臣、米エネルギー省副長官、OECD/NEA 事務局長、カナダ政府、フィンラン

ド政府、フランス政府、ロシア政府が立ち上げに合意する旨を表明したものである。ラウンドテーブルの目的は、①最終

処分方針の開発を進めるための国際協力の強化、②最終処分に関する開発状況と実施経験、知識の共有、③関

係国間の潜在的な二国間または多国間の協力（研究開発、人材交流）の促進であり、日米が共同議長となり、

15 か国のハイレベル政府代表が出席し、2019 年 10 月と 2020 年 2 月の二回にわたって開催された。 

報告書を受け、資源エネルギー庁は概要版を作成しており、報告書のポイントとして、地層処分事業における政府

の役割、ステークホルダーとの対話活動や意思決定プロセス、技術分野における国際協力等について表 1 の通り示し

ている。 

表１ 資源エネルギー庁が概要版にて示した報告書のポイント 

地層処分事業における政

府の役割 

対話活動におけるベストプ

ラクティスや教訓 

意思決定プロセスでのポイ

ント 

技術分野における国際協

力 

法制度の整備や安全性の

確保だけでなく、ステークホ

ルダーとのコミュニケーショ

ンの促進や関与、研究開

発などの支援 

段階的アプローチを通じ

て、進捗状況に応じた柔軟

性や適応性を維持し、コミ

ュニティの継続的な関与を

促進 

地域のステークホルダーが

関与する段階的なプロセス 

NEA、欧州委員会、IAEA

の枠組みを通じて行われて

いる国際協力プロジェクトへ

の、現世代および次世代

関係者の参加 

地元コミュニティとの相互交

流の関係構築と維持 

安全な地層処分を実施す

る上で考慮すべき地質条

件やその国内での分布を全

国地図の形での提示 

透明性があり、誠実で、開

かれたプロセスを確保 

研究開発において、他国の

施設等を活用することによ

る国際協力は、財政面で

も人的資源面でも有意義 

政府による国際連携によっ

て、「他国も地層処分に同

様に取り組んでおり、課題

やその解決手法には一般

的な共通理解があること」

等のメッセージを地元コミュ

ニティに届けること 

地層処分事業の全国的な

理解活動を行うとともに、関

心を持っていただいた人に

より詳細な情報を提供する

取り組みを実施 

他国でも同様の課題に向

き合っていることを示しなが

ら、ステークホルダーとの信

頼を築く努力の継続 

他国の地下研究施設を利

用することは、最終処分地

の地質条件が特定されて

いない意思決定プロセスの

初期段階である国にとって

特に有効 

社会的信頼性を高めるため

に、プロセスの初期段階か

ら、実施機関だけでなく、規

制機関も市民との対話に

積極的に関与すべき 

地層処分に親しんでもらえ

るように、地層処分関連施

設に絵画の展示や施設の

外観にデザインを採用 

単なる経済的支援ではな

く、地域に付加価値をもた

らすことが重要 

国際連携強化の検討分野

として以下に関心。ビッグデ

ータを活用した長期的な安

全評価モデルの開発・検

証、処分場操業時の効率

性、ロボットや遠隔操作技
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術の実証、地質環境に応

じた処分場設計の最適化

手法等 

  若い世代を積極的に巻き

込む 

 

  安全性や技術について、一

般の方に分かりやすく伝える 

 

  ステークホルダー、実施機

関、規制機関の間でパー

トナーシップを構築・維持

し、必要に応じて見直す 

 

出所：経済産業省資源エネルギー庁資料より、三菱総合研究所作成。 

 

今回の報告書では、ステークホルダーとの対話活動や意思決定プロセスに関して、段階的かつ柔軟で透明性が確

保されたアプローチが重要であることが強調された。また、国際協力による知見の共有を通じて、他国も同様の課題に

類似のアプローチを用いて取り組んでいることを示すことが、国内ステークホルダーからの信用と信頼を得る上でも重要で

あることが明らかにされた。 

日本における地層処分場のサイト選定プロセスは法律（特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律）に基づい

て、文献調査、概要調査、精密調査の段階的なアプローチを採用しており、各段階で調査を継続かするか否かの意

思決定を行うプロセスが確保されている。サイト選定で先行する複数の国々でも同様の枠組みがとられている。既にサ

イトが決定しているスウェーデン、フィンランドでは約 20 年かけて段階的に調査を実施してサイトを決定した。選定が進

むカナダにおいても、2019 年 11 月に候補自治体を 5 自治体から 3 自治体へ、さらに 2020 年 1 月には 2 自治体

へと絞り込んでおり、段階的なアプローチがとられている。このように現在の日本の取り組み方針は海外においても十分

に前例があり、その有効性は本ラウンドテーブルでも評価された形である。引き続き、先行する海外事例を参考にしなが

らも、日本の地域性を踏まえた対話活動、意思決定プロセスが継続されていくことが必要であろう。 

また報告書では、サイト選定プロセスにおいては、若い世代や原子力以外の専門家をはじめとした全てのステークホ

ルダーによる幅広い参加が重要であることを述べている。現在、北海道の寿都町がサイト選定プロセスに関心を示して

おり、それに対して賛否両論があることは当然だが、全国的な議論の一石を投じた寿都町の決断には公平な評価がな

されるべきであろう。さらに、同じく北海道の神恵内村においても、寿都町に続く形で文献調査への応募が検討されてい

ると言われており、メディアによる取り上げによって、国民の関心が高まっていることは確かだ。放射性廃棄物の処分事業

は国全体として取り組むべき事業であることは明白だ。これを機に、特定の自治体だけが向き合うのではなく、若い世代

や原子力以外の様々な専門家を巻き込んで、多種多様な意見を出し合いながら進めることが、処分事業の理解にと

って重要であろう。この時に、政府も文献調査は「処分場の受け入れを求めるものではない」と明らかにしているように、

決して文献調査と処分場受入れとを直結して考えないように注意しつつ、当該地域の意見を尊重するとともに、より広

い層に処分事業への理解を深めていくことが重要である。 
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今後国内ではサイト選定プロセスに向けた動きが始まることが予測されるが、サイト選定プロセスには約 20 年を要す

る見込みである。地層処分事業への社会的信頼性を高めるためには、本ラウンドテーブルのような各国のベストプラクテ

ィスの共有や、国際共同研究のような形での技術的協力を国際的に実施し、他国での取り組みを国内でも共有し、

適宜反映しながらサイト選定プロセスを進めていくことが、重要である。 
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